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ご留意事項 
「ピクテ次世代環境関連株投信」につきまして、信託約款の変更を予定しております。 

また、「ピクテ次世代環境関連株投信マネープール・ファンド」につきまして、信託終了(繰上償還)を予定しております。 

詳細につきましては本書1ページの「追加的記載事項」をご覧ください。 

 

 

委託会社 ［ファンドの運用の指図を行う者］ 

ピクテ投信投資顧問株式会社 金融商品取引業者登録番号：関東財務局長（金商）第380号 

電話番号 0120-56-1805 （受付時間：委託会社の営業日の午前9時から午後5時まで）  ホームページ・携帯サイト（基準価額） www.pictet.co.jp 

受託会社 ［ファンドの財産の保管および管理を行う者］ 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

本書は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第13条の規定に基づく目論見書です。 

ファンドに関する投資信託説明書（請求目論見書）を含む詳細な情報は、委託会社のホームページで閲覧・ダウンロードすることができます。 

また、本書にはファンドの投資信託約款の主な内容が含まれていますが、投資信託約款の全文は請求目論見書に掲載されています。 
 



 

 

 
ファンドの名称について 
 
「ピクテ次世代環境関連株投信」を「次世代環境関連株投信」または「次世代環境」と、「ピクテ次世代環境関連株投信

マネープール・ファンド」を「マネープール・ファンド」または「次世代環境マネー」という場合があります。 

 
商品分類および属性区分 
 
商品分類 

ファンド名 単位型･追加型 投資対象地域 
投資対象資産 
(収益の源泉) 

ピクテ次世代 
環境関連株投信 

追加型 

内 外 株 式 

マネープール・ 
ファンド 

国 内 債 券 

 

属性区分 

ファンド名 投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 投資形態 為替ヘッジ 

ピクテ次世代 
環境関連株投信 

その他資産 
投資信託証券 

(株式)  
年 2 回 

 

グローバル 
(日本を含む) 

ファミリー 
ファンド 

な し 

マネープール・ 
ファンド 

その他資産 
投資信託証券 

(債券) 
日 本 － 

 

※属性区分に記載している「為替ヘッジ」は、対円での為替リスクに対するヘッジの有無を記載しております。 
※商品分類および属性区分の定義については、一般社団法人投資信託協会のインターネット･ホームページ(http://www.toushin.or.jp)

で閲覧できます。 

 
● 本目論見書により行う「ピクテ次世代環境関連株投信」および「ピクテ次世代環境関連株投信マネープー

ル・ファンド」(以下「ファンド」といいます。)の受益権の募集については、委託会社は、金融商品取引法第5

条の規定により有価証券届出書を平成27年2月20日に関東財務局長に提出しており、平成27年2月21日

にその届出の効力が生じております。 
● ファンドの内容に関して重大な変更を行う場合には、投資信託及び投資法人に関する法律(昭和26年法律

第198号)に基づき事前に受益者の意向を確認します。 
● ファンドの財産は受託会社において信託法(平成18年法律第108号)に基づき分別管理されています。 
● 請求目論見書は、投資者から請求された場合に販売会社から交付されます。また、投資者が請求目論見

書の交付を請求した場合には、投資者自ら交付請求をしたことを記録しておいてください。 
● ご購入に際しては、本書の内容を十分にお読みください。 

 
委託会社の情報 
 
委託会社名 ピクテ投信投資顧問株式会社 

設立年月日 昭和61年12月1日 

資 本 金  2億円 

運用する投資信託財産の合計純資産総額 2兆251億円 

 (平成26年12月末日現在) 
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追加的記載事項 
 

 
 

「ピクテ次世代環境関連株投信」信託約款変更予定のお知らせ 
 

  

 

当交付目論見書により募集を行います「ピクテ次世代環境関連株投信」につきましては、信託約款の変更を以下の

とおりに予定しております。ご投資者の皆様におかれましては、変更予定の内容をご確認のうえ、ファンドの購入

申込みを行っていただきますようお願い申し上げます。 

 

■予定している信託約款変更の内容 

実質的な主要投資対象を「世界の空気関連企業および水関連企業等の株式」から「世界の環境関連企業の株式」

に変更いたします。 

 

■変更理由 

新たに浮上する可能性のある環境問題にも機動的に対応できるよう、実質的な主要投資対象を限定せず、より広

範な環境関連企業の株式に投資することを可能とするためです。 

 

■約款変更適用開始予定日 

平成 27 年 4 月 28 日 

 
 

「ピクテ次世代環境関連株投信マネープール・ファンド」信託終了(繰上償還)予定のお知らせ  

 

当交付目論見書により募集を行います「ピクテ次世代環境関連株投信マネープール・ファンド」につきましては、

信託終了(繰上償還)を以下のとおりに予定しております。ご投資者の皆様におかれましては、信託終了(繰上償還)

予定の内容をご確認のうえ、ファンドの購入申込みを行っていただきますようお願い申し上げます。 

 

■信託終了(繰上償還)理由 

当ファンドはピクテ・マネープール・マザーファンド(以下「マザーファンド」といいます。)を通じて運用を

行っておりますが、当ファンドおよびマザーファンドの純資産総額は、平成 26 年 12 月末日現在で約 75 万円

となっており、当初設定時に想定していた運用が困難な状況が続いているため、信託を終了し繰上償還を行う

ものです。 

 

■信託終了(繰上償還)予定日 

平成 27 年 4 月 28 日 

 

○上記の信託約款変更および信託終了(繰上償還)は、書面による決議(以下｢書面決議｣といいます。)をもって実施す

る予定です。書面決議の議決権の行使は、各ファンドにおける平成 27 年 2 月 23 日時点の受益者(平成 27 年 2 月

19 日までに取得申込みをされた方を含みます。)を対象としております。本書面決議は、各ファンドにつき、議決

権を行使することができる受益者の議決権の 3 分の 2 以上の賛成により可決されます。この場合、予定通り平成 27

年 4 月 28 日をもって信託約款の変更を適用または信託終了(繰上償還)いたします。 

 

※なお、平成 27 年 2 月 20 日以降に購入のお申込みをされ取得した受益権については、書面決議の手続きの対象とは

なりませんのでご留意ください。 

※「ピクテ次世代環境関連株投信マネープール・ファンド」につきましては、当該信託終了(繰上償還)が決定した場合、

平成 27 年 3 月 21 日以降のファンドの購入申込みの受付を中止いたします。なお、「ピクテ次世代環境関連株投信」

へのスイッチング申込みの最終受付日は平成 27 年 4 月 23 日、換金申込みの最終受付日は平成 27 年 4 月 24 日とな

ります。 

※「ピクテ次世代環境関連株投信」につきましては、上記信託約款変更の実施が決定した場合、平成 27 年 4 月 28 日

よりファンドの名称を「ピクテ・エコディスカバリー・アロケーション・ファンド(年 2 回決算型)(愛称：エコディ

スカバリー年 2)」に変更する予定です。 
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ファンドの目的･特色 

 

ファンドの目的 

 

ファンドは､信託財産の成長を図ることを目的 

として積極的な運用を行うことを基本とします。 

 

ファンドは、安定した収益の確保を図ることを 

目的として運用を行うことを基本とします。 

ファンドの特色 

 

 

主に世界の空気関連企業と水関連企業等の 

株式に投資します 

 

 
空気関連企業および水関連企業等の株式への配分比率

が概ね等分となるようポートフォリオを構築します 

 

 

年２回決算を行い、収益分配方針に基づき 

分配を行います 
 

ピクテ次世代環境関連株投信 

マネープール・ファンド

ピクテ次世代環境関連株投信 

ピクテ次世代環境関連株投信 

各ファンド共通
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ファンドの特色 

 

主に世界の空気関連企業と 

水関連企業等の株式に投資します

 
 

 

 

 

 

 

 

空気関連企業とは、地球の温暖化につながるとされ
ている二酸化炭素や汚染物質を排出しない、もしくは
少ないエネルギーを生産、利用または利用の効率化
を推進するなど、きれいな空気の実現に貢献すると考
えられる企業を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

水関連企業とは、水質改善･浄化等を行う企業、ミネ
ラル・ウォーターの製造･販売企業、汚水や廃棄物の
処理を行う企業、前記の事業に関する装置の販売ま
たはコンサルティング企業等で、きれいな水の供給を
可能にすると考えられる企業を指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※上記の「空気および水関連企業」の説明は、平成27年2月20日現在のものであり、将来見直しを行う場合があります。     

ピクテ次世代環境関連株投信

環境マネジメント･サービス 

廃棄物処理 

リサイクル 

環境コンサルティング 

上下水道ビジネス 

浄水処理

水道供給 

下水処理 

ミネラル･ウォーター

装置製造･エンジニアリング 

水処理装置･設備 

淡水化プラント 

エネルギー利用の効率化 

天然ガス 太陽光発電

風力発電 水力発電 

スマート･グリッド 

蓄電池

次世代高効率照明 省エネ装置 

クリーン･エネルギー生産 

空気関連企業とは？ 水関連企業とは？ 



 

 
4

 
ファンドの目的･特色 

 

空気関連企業および水関連企業等の 

株式への配分比率が概ね等分となる 

ようポートフォリオを構築します 
 
 
 

 
● 本邦通貨表示の公社債等を主な投資対象とし、安定した収益の確保を図ることを目的として運

用を行います。 

● 「ピクテ次世代環境関連株投信」と「マネープール・ファンド」間でスイッチングが可能です。

 

 
 
 

 

年２回決算を行い、収益分配方針に 

基づき分配を行います 
 

● 毎年5月および11月の各26日(休業日の場合は翌営業日)に決算を行い、原則として以下の方針

に基づき分配を行います。 

● 分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･配当等収益と売買益(評価益を含み

ます。)等の全額とします。 

● 収益分配金額は、基準価額の水準および市況動向等を勘案して委託会社が決定します。ただ

し、分配対象額が少額の場合には、分配を行わないこともあります。 

● 留保益の運用については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の

運用を行います。 
 

※将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。 

 

収益分配金に関する留意事項 

● 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、

その金額相当分、基準価額は下がります。 

● 分配金は、計算期間中に発生した収益(経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益)を超えて支

払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになりま

す。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

● 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相

当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった

場合も同様です。 
 

 

 

マネープール・ファンド

各ファンド共通 
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ファンドの仕組み  
● 「ピクテ次世代環境関連株投信」はピクテ次世代環境関連株投信マザーファンド(以下「マザーファン

ド」といいます。)受益証券を投資対象とし、「マネープール・ファンド」はピクテ・マネープール・

マザーファンド(以下「マザーファンド」といいます。)受益証券を投資対象とし、ファミリーファンド

方式で運用を行います。 

● ファミリーファンド方式とは、投資者から投資された資金をまとめてベビーファンドとし、その資金を

マザーファンドに投資して、実質的な運用を行う仕組みです。 

 

 

 
 

 

 
 

資金動向、市況動向等によっては前記のような運用ができない場合があります。 

 
 
 
 
 
 

ピクテ次世代環境関連株投信

マネープール･ファンド

フ
ァ
ン
ド 

 
世界の空気関連企業

および 
水関連企業等の株式等

収益分配金

換金代金

償還金 

投資

損益

投資 

損益 

購入代金

マ
ザ
ー
フ
ァ
ン
ド 

ご
投
資
者
（
受
益
者
） 

フ
ァ
ン
ド 

 

本邦通貨表示の 
公社債等 

収益分配金

換金代金

償還金 

投資

損益

投資 

損益 

購入代金

マ
ザ
ー
フ
ァ
ン
ド 

ご
投
資
者
（
受
益
者
） 

スイッチング可能 
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ファンドの目的･特色 
  

運用権限の委託  
● ピクテ次世代環境関連株投信マザーファンドの運用にあたっては、外国株式等の運用指図に関する権限

を「ピクテ・アセット・マネジメント・エス・エイ」へ委託します。なお、ピクテ・マネープール・マ

ザーファンドにおける公社債等の運用に関しては、「ピクテ・アセット・マネジメント・エス・エイ」

から投資助言・情報提供を受けます。 

 

 

主な投資制限  

 

● 株式への実質投資割合には制限を設けません。ただし、未上場株式および未登録株式への実質投資割合

は、信託財産の純資産総額の10％以内とします。 

● 同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以内とします。 

● 外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。 

 

 

● 株式への投資は、転換社債を転換ならびに新株予約権(転換社債型新株予約権付社債の新株予約権に限

ります。)を行使したものに限り、株式への実質投資割合は信託財産の純資産総額の30％以内とします。 

● 同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債への実質投資割合は、信託財産の純資産総額

の10％以内とします。 

● 外貨建資産への投資は行いません。 

 

ピクテ次世代環境関連株投信

マネープール・ファンド
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投資リスク 

 

基準価額の変動要因  

● 「ピクテ次世代環境関連株投信」は、実質的に株式等に投資しますので、

ファンドの基準価額は、実質的に組入れている株式の価格変動等(外国証

券には為替変動リスクもあります。)により変動し、下落する場合があり

ます。また、「マネープール・ファンド」は、実質的に公社債等に投資

しますので、ファンドの基準価額は、実質的に組入れている公社債の価

格変動等により変動し、下落する場合があります。 

● したがって、投資者の皆様の投資元本が保証されているものではなく、

基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがありま

す。ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。ま

た、投資信託は預貯金と異なります。 

 

 
 

株式投資リスク(価格変動リスク、信用リスク) 

● ファンドは、実質的に株式に投資しますので、ファンドの基準価額は、実質

的に組入れている株式の価格変動の影響を受けます。 

● 株式の価格は、政治経済情勢、発行企業の業績･信用状況、市場の需給等を

反映して変動し、短期的または長期的に大きく下落することがあります。 

 
 

為替変動リスク  

● ファンドは、実質的に外貨建資産に投資するため、対円との為替変動リスク

があります。 

● 円高局面は基準価額の下落要因、円安局面は基準価額の上昇要因となります。 

 

ピクテ次世代環境関連株投信
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投資リスク 

 

 
 

金利変動リスク 

● 金利変動リスクとは、金利変動により債券の価格が変動するリスクをいいま

す。一般的に債券の価格は金利が低下した場合には上昇する傾向があります

が、金利が上昇した場合には下落する傾向があります。債券価格が下落した

場合には、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。 

 
 

信用リスク 

● 信用リスクとは、債券の発行体の財務状況等の悪化により利息や償還金をあ

らかじめ定められた条件で支払うことができなくなるリスク(債務不履行)、

または債務不履行に陥ると予想される場合に債券の価格が下落するリスク

をいいます。これらの場合には、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被

ることがあります。 
 

基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。 

 

その他の留意点  
● ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定(いわゆるクーリング･オフ)の適用

はありません。 

 
 

リスクの管理体制  
● ファンドの運用におけるリスクの評価･分析および資産の組入れの状況等ならびに投資信託約款、

投資ガイドライン、法令諸規則の遵守状況および運用･トレーディングの状況等のモニタリングは、

運用部署から独立した部署で行っています。 

● モニタリングの結果は、上記部署により定期的に投資管理およびコンプライアンス関連の委員会へ

報告されると共に、必要に応じて経営陣へも報告され、適切なファンドのリスク管理を行っています。 

※リスクの管理体制は、平成26年12月末日現在のものであり、今後変更される場合があります。 

 

マネープール・ファンド
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参考情報  
 

ファンドの年間騰落率 ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較※ 

および基準価額の推移 
 

 

 

 

 

※グラフは、ファンドと代表的な資産クラスを定量的に比較できるように作成したものですが、対象期間が異なることにご留意ください。なお、すべての資産

クラスがファンドの投資対象とは限りません。 

対象期間の各月末における直近1年間の騰落率の平均・最大・最小をファンドおよび他の代表的な資産クラスについて表示したものです。 
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投資リスク 
 

 

各資産クラスについては以下の指数に基づき計算しております。 

＜各資産クラスの指数＞ 

日 本 株 東証株価指数（TOPIX)(配当込み) 

先 進 国 株 MSCI コクサイ指数（税引前配当込み、円換算） 

新 興 国 株 MSCI エマージング・マーケット指数(税引前配当込み、円換算） 

日 本 国 債 NOMURA-BPI 国債 

先 進 国 債 シティ世界国債指数（除く日本、円換算） 

新 興 国 債 JP モルガン GBI-EM グローバル・ディバーシファイド（円換算） 

（海外の指数は、為替ヘッジをしない投資を想定して、ドルベースの各指数を委託会社が円換算しております。） 

 
――― 上記各指数について ――― 

■東証株価指数(TOPIX)(配当込み)：東証株価指数(TOPIX)とは､東京証券取引所第一部に上場している内国普通株式全銘柄を対象とし、浮動株ベ

ースの時価総額加重型で算出された指数で､同指数に関する知的財産権その他一切の権利は株式会社東京証券取引所（以下「東証」といいます。）

に帰属します｡東証は､同指数の指数値およびそこに含まれるデータの正確性､完全性を保証するものではありません｡東証は同指数の算出もしくは

公表方法の変更､同指数の算出もしくは公表の停止または同指数の商標の変更もしくは使用の停止を行う権利を有しています｡ ■MSCI コクサイ指

数(税引前配当込み)：MSCI コクサイ指数とは､MSCI Inc.が開発した株価指数で､日本を除く世界の先進国で構成されています｡また､同指数に対する

著作権およびその他知的財産権はすべて MSCI Inc.に帰属します｡ ■MSCI エマージング・マーケット指数(税引前配当込み)：MSCI エマージング・マー

ケット指数とは､MSCI Inc.が開発した株価指数で､世界の新興国で構成されています｡また､同指数に対する著作権およびその他知的財産権はすべて

MSCI Inc.に帰属します｡ ■NOMURA-BPI 国債：NOMURA-BPI 国債とは､野村證券株式会社が公表する国内で発行された公募利付国債の市場全体

の動向を表す投資収益指数で、一定の組入れ基準に基づいて構成された国債ポートフォリオのパフォーマンスをもとに算出されます。同指数の知的

財産権とその他一切の権利は野村證券株式会社に帰属しています。また同社は同指数の正確性、完全性、信頼性、有用性を保証するものではなく､

ファンドの運用成果に関して一切責任を負いません｡ ■シティ世界国債指数(除く日本)：シティ世界国債指数(除く日本)とは､Citigroup Index LLC によ

り設計､算出、公表されている指数であり､日本を除く世界主要国の国債の総合投資利回りを各市場の時価総額で加重平均した債券指数です｡ ■JP

モルガン GBI-EM グローバル・ディバーシファイド：JP モルガン GBI-EM グローバル・ディバーシファイドとは､J.P.Morgan Securities LLC.が算出し公表し

ている指数で､現地通貨建てのエマージング債市場の代表的な指数です｡現地通貨建てのエマージング債のうち､投資規制の有無や発行規模等を考

慮して選ばれた銘柄により構成されています｡同指数の著作権は J.P.Morgan Securities LLC に帰属します｡ 
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運用実績 2014年11月28日現在 

 

基準価額･純資産の推移 分配の推移(1万口当たり、税引前)

 

 

 

決算期 分配金

第 6 期 12 年 11 月 0 円

第 7 期 13 年 5 月 0 円

第 8 期 13 年 11 月 0 円

第 9 期 14 年 5 月 0 円

第 10 期 14 年 11 月 0 円

設定来 累計 0 円
 

  

決算期 分配金

第 6 期 12 年 11 月 0 円

第 7 期 13 年 5 月 0 円

第 8 期 13 年 11 月 0 円

第 9 期 14 年 5 月 0 円

第 10 期 14 年 11 月 0 円

設定来 累計 0 円
 

※基準価額は、1万口当たり、信託報酬控除後です。

 

主要な資産の状況 

 
ファンドの主要投資対象であるピクテ次世代環境関連株投信マザーファンドの状況です。 

■ 組入上位 10 銘柄 ■ 通貨別構成比 

 銘柄名 国名 事業分野 業種名 構成比 

1 A. O. スミス 米国 空気/水 効率化 2.4% 

2 デルファイ・オートモーティブ 米国 空気 効率化 2.1% 

3 センプラ・エナジー 米国 空気 インフラ 2.0% 

4 ペノン・グループ 英国 水 インフラ 2.0% 

5 アメリカン・ウォーター・ワークス 米国 水 インフラ 2.0% 

6 NXPセミコンダクターズ オランダ 空気 効率化 2.0% 

7 アトモス・エナジー 米国 空気 インフラ 1.9% 

8 ザイレム 米国 水 装置製造 1.9% 

9 スエズ・エンバイロメント フランス 水 インフラ 1.9% 

10 ボルグワーナー 米国 空気 効率化 1.9% 
 

 通貨名 構成比

1 米ドル 60.4%

2 ユーロ 13.4%

3 香港ドル 6.4%

4 英ポンド 5.2%

5 円 3.7%

 その他の通貨 9.3%
 

構成比とは、マザーファンドの純資産総

額に対する当該資産の時価金額の割合

をいいます。 

 
ファンドの主要投資対象であるピクテ・マネープール・マザーファンドにおいて、有価証券の組入れはありません。 
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運用実績 
 
年間収益率の推移 

 

 

※2009年は当初設定時（2009年11月27日）以降、2014年は11月28日までの騰落率を表示しています。ファンドにはベンチマークはありません。  
 

ファンドの運用実績はあくまで過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。 

最新の運用実績は委託会社のホームページ等で確認することができます。 
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手続･手数料等 

 

お申込みメモ 
 

購入単位 

① 一般コース         ： 1 万口以上 1 口(当初元本 1 口＝1 円)単位または 

1 万円以上 1 円単位とします。 

② 自動けいぞく投資コース： 1 万口以上 1 口単位または 1 万円以上 1 円単位とします。
※マネープール・ファンドはスイッチング以外による購入はできません。 

※購入後のコース変更はできません。 

※詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

購入価額 
購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。 

(ファンドの基準価額は 1 万口当たりで表示しています。) 

購入代金 購入申込受付日から起算して 5 営業日目までにお支払いください。 

換金単位 
① 一般コース         ： 1 口単位または 1 円単位とします。 

② 自動けいぞく投資コース： 1 口単位または 1 円単位とします。 

換金価額 

 
換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額とします。 

 
換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。 

換金代金 原則として換金申込受付日から起算して 5 営業日目からお支払いします。 

申込締切時間 
原則として午後 3 時までとします。 

(販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日のお申込み分とします。) 

購入の申込期間 

平成 27 年 2 月 21 日から平成 27 年 8 月 21 日までとします。 

(上記期間満了前に、委託会社が有価証券届出書を提出することにより更新されます。)

※マネープール・ファンドについては、平成27年4月28日をもって信託終了(繰上償還)となっ

た場合には、当該申込期間は平成27年3月20日までとします。 

スイッチング 
「ピクテ次世代環境関連株投信」「マネープール・ファンド」間でスイッチングができます。 

スイッチングの方法等、詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

購入･換金・スイッチング

の申込不可日 

「ピクテ次世代環境関連株投信」については、ジュネーブの銀行の休業日においては、購

入･換金・スイッチングのお申込みはできません。 

換金制限 
信託財産の資金管理を円滑に行うため、1 日 1 件 10 億円を超える換金はできません。 

また、別途、大口換金には制限を設ける場合があります。 

購入･換金申込受付の

中止および取消し 

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむ

を得ない事情があるときは、購入･換金・スイッチングのお申込みの受付けを中止することお

よびすでに受付けた購入･換金・スイッチングのお申込みの受付けを取消すことがあります。 

信託期間 平成 21 年 11 月 27 日(当初設定日)から平成 31 年 11 月 26 日までとします。 

繰上償還 

 
受益権の口数が10 億口を下回ることとなった場合等には信託が終了(繰上償還)となる場

合があります。 

 
「ピクテ次世代環境関連株投信」が繰上償還となる場合等には繰上償還となります。 

決算日 毎年 5 月、11 月の各 26 日(休業日の場合は翌営業日)とします。 

収益分配 
年 2 回の決算時に、収益分配方針に基づき分配を行います。 
※ファンドには収益分配金を受取る｢一般コース｣と収益分配金が税引後無手数料で再投資される

｢自動けいぞく投資コース｣があります。 

信託金の限度額 各ファンドにつき、4,000 億円とします。 

公告 日本経済新聞に掲載します。 

運用報告書 
決算時および償還時に交付運用報告書を作成し、かつファンドに係る知れている受益者

に交付します。 

課税関係 

課税上は株式投資信託として取扱われます。 

公募株式投資信託は税法上､少額投資非課税制度の適用対象です。 

配当控除、益金不算入制度の適用はありません。 

ピクテ次世代環境関連株投信

マネープール・ファンド

ピクテ次世代環境関連株投信

マネープール・ファンド
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ファンドの費用･税金 
 

ファンドの費用 
 

投資者が直接的に負担する費用 

 購入時手数料 

 

3.24%(税抜 3.0％)の手数料率を上限として、販売会社が独自に定める率を購入申込受付日の
翌営業日の基準価額に乗じて得た額とします。

スイッチングによる購入の場合は、1.62%(税抜 1.5％)の手数料率を上限 として、販売会社が独自
に定める率を購入申込受付日の翌営業日の基準価額に乗じて得た額とします。   
(上記は 1 口当たりの購入時手数料です。購入時手数料の総額は、これに購入口数を乗じて得た額となります。) 

購入時手数料は、投資信託を購入する際の商品等の説明や事務手続等の対価として、販売会社に支

払う手数料です。 

 
ありません。 

 信託財産留保額 

 
換金・スイッチング時に換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3%の率を乗じて得た額が控除

されます。 

 
ありません。 

 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 
運用管理費用 

(信託報酬) 

 
毎日、信託財産の純資産総額に年1.7712% (税抜 1.64％)の率を乗じて得た額とします。
［運用管理費用（信託報酬）の配分(税抜)および役務の内容］ 

委託会社 販売会社 受託会社 

年率 0.8％ 年率 0.8％ 年率 0.04％ 

ファンドの運用とそれに伴う調
査、受託会社への指図、各種情
報提供等、基準価額の算出等 

購入後の情報提供、交付運用
報告書等各種書類の送付、口
座内でのファンドの管理および
事務手続等 

ファンドの財産の保管・管理、
委託会社からの指図の実行等

 
毎日、信託財産の純資産総額に次に掲げる率を乗じて得た額とします。 

①信託報酬率は各月毎に決定します。 

②各月の前月の最終営業日の翌日から当月の最終営業日までの日々の信託報酬率は、当該各月

の前月最終5営業日間のコール・ローンのオーバーナイト物レートの最低レート(以下「コールレー

ト」といいます。)に応じた以下の率とします。なお、月中において、コール・ローンのオーバーナイト

物レートが信託報酬率を下回った場合には、その翌日以降の信託報酬率はそのコール・ローンの

オーバーナイト物レートをコールレートとし、以下の率として見直す場合があります。 

ａ 当該コールレートが1.37％以上の場合は 0.594% (税抜 0.55％) 

ｂ 当該コールレートが 1.37％未満の場合は当該コールレートに 43.2% (税抜 40％)の率を乗じて

得た率以内 

③信託報酬の配分および役務の内容については次のとおりとします。 

委託会社 販売会社 受託会社 

上記信託報酬率に対して 68％ 上記信託報酬率に対して 22％ 上記信託報酬率に対して 10％

ファンドの運用とそれに伴う調
査、受託会社への指図、各種情
報提供等、基準価額の算出等 

購入後の情報提供、交付運用
報告書等各種書類の送付、口
座内でのファンドの管理および
事務手続等 

ファンドの財産の保管・管理、
委託会社からの指図の実行等

 
運用管理費用(信託報酬)は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支払うものとします。

なお、委託会社の信託報酬には、マザーファンドの運用指図に関する権限の委託先および投資助言・

情報提供に係る投資顧問会社への報酬が含まれています。 

 
その他の費用･ 

手数料 

信託事務に要する諸費用(信託財産の純資産総額の年率 0.054% (税抜 0.05%)相当を上限とした額）

が毎日計上されます。当該諸費用は、監査法人に支払うファンドの財務諸表の監査に係る費用、目論

見書、運用報告書等法定の開示書類の作成等に要する費用等です。 

組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料等および外国における資産の保管等に要する

費用等（これらの費用等は運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができま

せん。）が、そのつど信託財産から支払われます。 

※当該費用の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

ピクテ次世代環境関連株投信

マネープール・ファンド

ピクテ次世代環境関連株投信

マネープール・ファンド

ピクテ次世代環境関連株投信

マネープール・ファンド

各ファンド共通
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税金 
 

● 税金は表に記載の時期に適用されます。 

● 以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。 
 

時期 項目 税金 

分配時 所得税および地方税 
配当所得として課税 

普通分配金に対して20.315% 

換金(解約)時 

および償還時 
所得税および地方税 

譲渡所得として課税 

換金(解約)時および償還時の差益(譲渡益)に対して20.315% 
 

※少額投資非課税制度「愛称:NISA(ニーサ)」をご利用の場合 

NISAは、平成26年1月1日以降の非課税制度です。NISAをご利用の場合、毎年、年間100万円の範囲で新たに購入した公募株式投資

信託などから生じる配当所得および譲渡所得が5年間非課税となります。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で非課

税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

※上記は、平成26年12月末日現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。 

※法人の場合は上記とは異なります。 

※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 



 

 このページは、野村證券株式会社からのお知らせです。 
（このページの記載は目論見書としての情報ではございません。） 

 

 

 

 

投資信託の購入時手数料に関するご説明 
 

■投資信託の購入時手数料は購入時に負担いただくものですが、保有期間が長期に

及ぶほど、1年あたりの負担率はしだいに減っていきます。 

例えば、購入時手数料が 3％（税抜き）の場合 

【保有期間】         【１年あたりのご負担率（税抜き）】 

 
※投資信託によっては、購入時手数料を頂戴せず、換金時に保有期間に応じた換金手数料をお支払いいただ

く場合があります。その場合も、保有期間が長期に及ぶほど、１年あたりの負担率はしだいに減っていき

ます。 

※上記の図の手数料率や保有期間は例示です。購入時手数料には別途消費税がかかります。 

実際にお買付いただく投資信託の手数料率や残存期間については目論見書や補完書面でご確認ください。

投資信託をご購入いただいた場合には、上記の購入時手数料のほか、信託報酬やその他費用等をご負担い

ただきます。 

また、投資信託の種類に応じて、信託財産留保額等をご負担いただく場合があります。 

実際の手数料率等の詳細は目論見書又は目論見書補完書面でご確認ください。 
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「ピクテ次世代環境関連株投信」の購入時手数料について 

 

野村證券株式会社における購入時手数料は、購入申込日の翌営業日の基準価額に以下の手数料率を乗じた額とします。 

（購入時手数料＝購入口数×基準価額×手数料率） 

購入口数 手数料率 

一律 3.24%（税抜 3.0%） 
 

◆マネープール・ファンドからのスイッチングは、1.62%（税抜 1.5%）とします。 

◆マネープール・ファンドへのスイッチングは、無手数料とします。 

◆「自動けいぞく投資コース」を選択したご投資家が、収益分配金を再投資する場合は、無手数料とします。 

◆野村證券株式会社における購入単位は以下のとおりです。（購入後のコース変更はできません。） 

一般コース(分配金を受取るコース)  ：1万口以上1口単位または1万円以上1円単位

自動けいぞく投資コース(分配金が再投資されるコース) ：1万口以上1口単位または1万円以上1円単位

※野村ネット＆コールでの購入単位は以下のとおりとなります。 

一般コース(分配金を受取るコース) ：1万口以上1口単位 

自動けいぞくコース(分配金が再投資されるコース)  ：1万円以上1円単位 

 

 

 

詳しくは野村證券窓口または野村ネット＆コールのウェブサイトでご確認ください。 

 

 

  



 

 このページは、野村證券株式会社からのお知らせです。 
（このページの記載は目論見書としての情報ではございません。） 

 

 

 

 

目論見書補完書面（投資信託） 
（この書面は、金融商品取引法第 37 条の 3の規定によりお渡しするものです。） 

この書面、手数料に関する記載および目論見書の内容をよくお読みください。 
 

当ファンドに係る金融商品取引契約の概要 

当社は、ファンドの販売会社として、募集の取扱いおよび販売等に関する事務を行います。 

当社が投資信託の取扱いについて行う金融商品取引業の内容及び方法の概要 

当社が行う金融商品取引業は、主に金融商品取引法第 28 条第１項の規定に基づく第一種金融商品取引業であ

り、当社においてファンドのお取引や保護預けを行われる場合は、次の方法によります。 

・ 国内投資信託のお取引にあたっては、保護預り口座の開設が必要となります。外国投資信託のお取引にあ

たっては、外国証券取引口座の開設が必要となります。 

・ お取引のご注文は、原則として、あらかじめ当該ご注文に係る代金の全部又は一部を（前受金等）お預か

りした上で、お受けいたします。 

・ 前受金等を全額お預かりしていない場合、当社との間で合意した日までに、ご注文に係る代金又は有価証

券をお預かりいたします。 

・ ご注文されたお取引が成立した場合（法令に定める場合を除きます。）には、取引報告書をお客様にお渡

しいたします（郵送又は電磁的方法による場合を含みます）。 

当ファンドの販売会社の概要 

商号等   野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 142 号 

本店所在地  〒103-8011 東京都中央区日本橋 1-9-1 

連絡先   03-3211-1811 又はお取引のある本支店にご連絡ください。 

加入協会  日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、 

一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

指定紛争解決機関 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

資本金   100 億円 

主な事業  金融商品取引業 

設立年月  平成 13 年 5 月 

お取引内容に関するご確認・ご相談や苦情等について 

お取引内容に関するご確認・ご相談や苦情等につきましては、お取引店までお申し出ください。 

なお、お取引についてのトラブル等は、以下のＡＤＲ（注）機関における苦情処理・紛争解決の枠組みの利

用も可能です。 

 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

電話番号 ０１２０－６４－５００５（フリーダイヤル） 

 

注）ADR とは、裁判外紛争解決制度のことで、訴訟手続によらず、民事上の紛争を解決しようとする紛争の当事者のた

め、公正な第三者が関与して、その解決を図る手続をいいます。 

※当ファンドに関するお問い合わせは、お取引のある本支店にご連絡ください。 

 

【金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項】 

ピクテ次世代環境関連株投信は、主に内外の株式を投資対象としますので、組入株式の価格下落や組入株式の発

行会社の倒産、財務状況の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、為替

の変動により損失を被ることがあります。 

ピクテ次世代環境関連株投信マネープール・ファンドは、主に国内債券を投資対象としますので、金利変動によ

る組入債券の価格下落や組入債券の発行体の倒産、財務状況の悪化などの影響により、基準価額が下落し、損失

を被ることがあります。 
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